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議案第３号

取手市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例について

取手市固定資産評価審査委員会条例（昭和３０年条例第１７号）の一部を別紙のと

おり改正する。

令和２年３月２日提出

取手市長 藤 井 信 吾

提案理由

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律が改正され，情報通信技術

を活用した行政の推進等に関する法律へと改められたことに伴い，引用する条項の整

備を行うため，本条例の一部を改正するものです。
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取手市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例

取手市固定資産評価審査委員会条例（昭和３０年条例第１７号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。

付 則

この条例は，公布の日から施行する。

改正後 改正前

(書面審理) (書面審理)

第 6条 (略) 第 6条 (略)

2 前項の規定にかかわらず，情報通信技術

を活用した行政の推進等に関する法律(平

成 14 年法律第 151 号)第 6 条第 1 項の規

定により同項に規定する電子情報処理組

織を使用して弁明がされた場合には，前項

の規定に従って弁明書が提出されたもの

とみなす。

2 前項の規定にかかわらず，行政手続等に

おける情報通信の技術の利用に関する法

律(平成 14 年法律第 151 号)第 3 条第 1項

の規定により同項に規定する電子情報処

理組織を使用して弁明がされた場合には，

前項の規定に従って弁明書が提出された

ものとみなす。

3から 5まで (略) 3 から 5まで (略)
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議案第４号

取手市監査委員条例の一部を改正する条例について

取手市監査委員条例（昭和３９年条例第１７号）の一部を別紙のとおり改正する。

令和２年３月２日提出

取手市長 藤 井 信 吾

提案理由

地方自治法が改正されたことに伴い，引用する条項の整備を行うため，本条例の一

部を改正するものです。
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取手市監査委員条例の一部を改正する条例

取手市監査委員条例（昭和３９年条例第１７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。

付 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。

改正後 改正前

(職員の賠償責任の監査等) (職員の賠償責任の監査等)

第 6条 監査委員は，法第 243 条の 2の 2第

3 項の規定による監査の要求があった場

合において監査を行うときは，当該要求が

あった日から 60 日以内に監査を行わなけ

ればならない。ただし，特別の事由がある

ときは，この限りでない。

第 6条 監査委員は，法第 243 条の 2第 3項

の規定による監査の要求があった場合に

おいて監査を行うときは，当該要求があっ

た日から 60 日以内に監査を行わなければ

ならない。ただし，特別の事由があるとき

は，この限りでない。

2 監査委員は，法第 243 条の 2の 2 第 8項

後段の規定により市長から意見を求めら

れたときは，20 日以内に意見書を提出し

なければならない。ただし，特別の事由が

あるときは，この限りでない。

2 監査委員は，法第 243 条の 2第 8項後段

の規定により市長から意見を求められた

ときは，20 日以内に意見書を提出しなけ

ればならない。ただし，特別の事由がある

ときは，この限りでない。
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議案第５号

取手市介護保険条例の一部を改正する条例について

取手市介護保険条例（平成１２年条例第２６号）の一部を別紙のとおり改正する。

令和２年３月２日提出

取手市長 藤 井 信 吾

提案理由

介護認定の申請数が増加していることを踏まえ，取手市介護認定審査会委員の定数

を増やすことにより，介護認定審査会の円滑な運営を図るため，本条例の一部を改正

するものです。
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取手市介護保険条例の一部を改正する条例

取手市介護保険条例（平成１２年条例第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。

付 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。

改正後 改正前

(介護認定審査会の委員の定数) (介護認定審査会の委員の定数)

第 2 条 取手市介護認定審査会(以下「認定

審査会」という。)の委員の定数は，35 人

以内とする。

第 2条 取手市介護認定審査会(以下「認定

審査会」という。)の委員の定数は，30 人

以内とする。

2 (略) 2 (略)
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議案第６号

取手市手数料条例の一部を改正する条例について

取手市手数料条例（平成１１年条例第２３号）の一部を別紙のとおり改正する。

令和２年３月２日提出

取手市長 藤 井 信 吾

提案理由

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の改正を踏まえ，関係する建築基

準関係手数料を改正するとともに，社会保障関係各法に基づく戸籍記載事項証明及び

戸籍一部事項証明等の手数料の免除規定について，免除の対象となる法律の列挙を規

則に委任することにより免除制度を速やかに適用させることとする改正その他所要

の整備を行うため，本条例の一部を改正するものです。
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取手市手数料条例の一部を改正する条例

取手市手数料条例（平成１１年条例第２３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。

改正後 改正前

(手数料の免除) (手数料の免除)

第 5 条 次の各号のいずれかに該当する場

合は，手数料を免除することができる。

第 5 条 次の各号のいずれかに該当する場

合は，手数料を免除することができる。

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略)

(3) 法律の規定により無料で戸籍に関す

る事項の証明を請求することができる

者が，戸籍記載事項証明又は戸籍の一部

事項証明を請求したとき。

(4) 条例で定めるところにより無料で戸

籍に関する事項の証明を行うことがで

きることを規定する法律の規定(規則で

定めるものに限る。)に基づき，戸籍記

載事項証明又は戸籍の一部事項証明の

請求があったとき。

(3) 別表第 3に掲げる法律その他の社会

保障関係の法律の規定に基づき，戸籍記

載事項証明又は戸籍の一部事項証明を

請求したとき。

(5)から(8)まで (略) (4)から(7)まで (略)

改正前（対応する改正後の欄はこの欄の次に記載）

別表第 1(第 2 条関係)

手数料を徴収する事務 手数料の名称 手数料の額

(1)から(96)まで (略) (略) (略)

(97) 都市の低炭素化の促

進に関する法律(平成24

年法律第84号)第53条第1

項の規定に基づく低炭素

建築物新築等計画の認定

の申請に対する審査

低炭素建築物

新築等計画認

定申請手数料

ア 都市の低炭素化の促進に関する法律

第54条第1項第1号に掲げる基準に適合

していることを証する書面(当該適合し

ていることを証する対象が住宅以外の

部分のみである場合にあっては登録住

宅性能評価機関であって建築基準法第

77条の21第1項に規定する指定確認検査
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機関の業務を実施しているもの又は登

録建築物エネルギー消費性能判定機関

(建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律(平成27年法律第53号)第15

条第1項に規定する登録建築物エネルギ

ー消費性能判定機関をいう。以下同じ。)

が交付したものに限り，当該適合してい

ることを証する対象が住宅の部分のみ

である場合にあっては登録建築物エネ

ルギー消費性能判定機関(建築基準法第

77条の21第1項に規定する指定確認検査

機関の業務を実施しているものに限る。

以下この号において同じ。)又は登録住

宅性能評価機関が交付したものに限り，

当該適合していることを証する対象が

住宅及び住宅以外の部分である場合に

あっては登録住宅性能評価機関(同項に

規定する指定確認検査機関の業務を実

施しているものに限る。)又は登録建築

物エネルギー消費性能判定機関が交付

したものに限る。以下この号及び次号に

おいて「適合証」という。)がある場合

(建築基準関係規定適合審査を受けるよ

う申し出る場合を除く。)にあっては，

次の(ア)から(エ)までに掲げる区分に

応じ，当該(ア)から(エ)までに定める額

(ア) (略)

(イ) 認定の対象が建築物全体(認定の

対象となる建築物が2以上の住戸を有

するものであって，住宅以外の部分を

有しないものに限る。)であるとき a

に規定する額にbに規定する額を加算

した額

a及びb (略)

(ウ)及び(エ) (略)

イ 適合証がない場合(建築基準関係規定

適合審査を受けるよう申し出る場合を

除く。)にあっては，次の(ア)から(エ)

までに掲げる区分に応じ，当該(ア)から

(エ)までに定める額
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(ア) (略)

(イ) 認定の対象が建築物全体(認定の

対象となる建築物が2以上の住戸を有

するものであって，住宅以外の部分を

有しないものに限る。)であるとき a

に規定する額にbに規定する額を加算

した額

a及びb (略)

(ウ)及び(エ) (略)

ウ (略)

(98) 都市の低炭素化の促

進に関する法律第55条第

1項の規定に基づく低炭

素建築物新築等計画の変

更の認定の申請に対する

審査

低炭素建築物

新築等計画変

更認定申請手

数料

ア 適合証がある場合(建築基準関係規定

適合審査を受けるよう申し出る場合を

除く。)にあっては，次の(ア)から(エ)

までに掲げる区分に応じ，当該(ア)から

(エ)までに定める額

(ア) (略)

(イ) 認定の対象が建築物全体(認定の

対象となる建築物が2以上の住戸を有

するものであって，住宅以外の部分を

有しないものに限る。)であるとき a

に規定する額にbに規定する額を加算

した額

a及びb (略)

(ウ)及び(エ) (略)

イ 適合証がない場合(建築基準関係規定

適合審査を受けるよう申し出る場合を

除く。)にあっては，次の(ア)から(エ)

までに掲げる区分に応じ，当該(ア)から

(エ)までに定める額

(ア) (略)

(イ) 認定の対象が建築物全体(認定の

対象となる建築物が2以上の住戸を有

するものであって，住宅以外の部分を

有しないものに限る。)であるとき a

に規定する額にbに規定する額を加算

した額

a及びb (略)

(ウ)及び(エ) (略)

ウ (略)
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(99) 建築物のエネルギー

消費性能の向上に関する

法律第12条第1項又は第

13条第2項の規定に基づ

く建築物エネルギー消費

性能確保計画の建築物エ

ネルギー消費性能適合性

判定

建築物エネル

ギー消費性能

確保計画の建

築物エネルギ

ー消費性能適

合性判定手数

料

ア 判定に係る建築物(住宅以外の部分に

限る。以下この号及び次号において同

じ。)の用途が工場，危険物の貯蔵若し

くは処理に供するもの，水産物の増殖場

若しくは養殖場，倉庫，卸売市場又は火

葬場若しくはと畜場，汚物処理場，ごみ

焼却場その他の処理施設(以下この号及

び次号において「工場等」という。)で

ある場合にあっては，次の(ア)又は(イ)

に掲げる区分に応じ，当該(ア)又は(イ)

に定める額

(ア) 判定に係る建築物について，建築

物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第2条第3号に規定する建築

物エネルギー消費性能基準(以下「建

築物エネルギー消費性能基準」とい

う。)に適合しているかどうかの基準

が，建築物エネルギー消費性能基準等

を定める省令(平成28年経済産業省・

国土交通省令第1号)第1条第1号イに

定める基準(以下この号及び次号にお

いて「標準入力法・主要室入力法」と

いう。)による場合 当該建築物の床

面積の合計が2,000平方メートル未満

のときは36,000円，2,000平方メート

ル以上5,000平方メートル未満のとき

は85,000円，5,000平方メートル以上

10,000平方メートル未満のときは

125,000円，10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のときは

155,000円，25,000平方メートル以上

のときは191,000円

(イ) 判定に係る建築物について，建築

物エネルギー消費性能基準に適合し

ているかどうかの基準が，建築物エネ

ルギー消費性能基準等を定める省令

第1条第1号ロに定める基準(以下この

号及び次号において「モデル建物法」

という。)による場合 当該建築物の

床面積の合計が2,000平方メートル未
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満のときは31,000円，2,000平方メー

トル以上5,000平方メートル未満のと

きは79,000円，5,000平方メートル以

上10,000平方メートル未満のときは

119,000円，10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のときは

148,000円，25,000平方メートル以上

のときは184,000円

イ (略)

(100) (略) (略) (略)

(101) 建築物のエネルギ

ー消費性能の向上に関す

る法律(以下この号及び

次号において「法」とい

う。)第29条第1項の規定

に基づく建築物エネルギ

ー消費性能向上計画の認

定の申請に対する審査

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画認定

申請手数料

ア 法第29条第3項各号に掲げる事項の記

載がない建築物エネルギー消費性能向

上計画であって，法第30条第1項第1号に

規定する建築物エネルギー消費性能誘

導基準(以下この号及び次号において

「誘導基準」という。)に適合している

ことを証する書面(当該適合しているこ

とを証する対象が住宅以外の部分のみ

である場合にあっては登録住宅性能評

価機関(建築基準法第77条の21第1項に

規定する指定確認検査機関の業務を実

施しているものに限る。)又は登録建築

物エネルギー消費性能判定機関が交付

したものに限り，当該適合していること

を証する対象が住宅の部分のみである

場合にあっては登録建築物エネルギー

消費性能判定機関(同項に規定する指定

確認検査機関の業務を実施しているも

のに限る。以下この号において同じ。)

又は登録住宅性能評価機関が交付した

ものに限り，当該適合していることを証

する対象が住宅及び住宅以外の部分で

ある場合にあっては登録住宅性能評価

機関(同項に規定する指定確認検査機関

の業務を実施しているものに限る。)又

は登録建築物エネルギー消費性能判定

機関が交付したものに限る。以下この号

及び次号において「適合証」という。)

がある場合(建築基準関係規定適合審査
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を受けるよう申し出る場合を除く。)に

あっては，次の(ア)から(エ)までに掲げ

る区分に応じ，当該(ア)から(エ)までに

定める額

(ア) (略)

(イ) 認定の対象が住宅である場合(認

定の対象が2以上の単位住戸を有する

住宅の場合に限る。) 申請に係る住

宅の床面積の合計が300平方メートル

未満のときは8,000円，300平方メート

ル以上2,000平方メートル未満のとき

は17,000円，2,000平方メートル以上

5,000平方メートル未満のときは

37,000円，5,000平方メートル以上の

ときは67,000円

(ウ) (略)

(エ) 認定の対象が住宅及び住宅以外

の部分を有する建築物である場合

申請に係る建築物の住宅の部分の床

面積の合計に応じて(イ)の規定によ

り算出した額に，住宅以外の部分の床

面積の合計に応じて(ウ)の規定によ

り算出した額を加算した額

イ 法第29条第3項各号に掲げる事項の記

載がない建築物エネルギー消費性能向

上計画であって，適合証がない場合(建

築基準関係規定適合審査を受けるよう

申し出る場合を除く。)にあっては，次

の(ア)から(エ)までに掲げる区分に応

じ，当該(ア)から(エ)までに定める額

(ア) (略)

(イ) 認定の対象が住宅である場合(認

定の対象が2以上の単位住戸を有する

住宅の場合に限る。) 申請に係る住

宅の床面積の合計が300平方メートル

未満のときは57,000円，300平方メー

トル以上2，000平方メートル未満のと

きは96,000円，2,000平方メートル以

上5,000平方メートル未満のときは

163,000円，5,000平方メートル以上の
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ときは234,000円

(ウ) (略)

(エ) 認定の対象が住宅及び住宅以外

の部分を有する建築物である場合

申請に係る建築物の住宅の部分の床

面積の合計に応じて(イ)の規定によ

り算出した額に，住宅以外の部分の床

面積の合計に応じて(ウ)の規定によ

り算出した額を加算した額

ウ及びエ (略)

(102) 法第31条第1項の規

定に基づく建築物エネル

ギー消費性能向上計画の

変更の認定の申請に対す

る審査

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画変更

認定申請手数

料

ア 法第29条第3項各号に掲げる事項の記

載がない建築物エネルギー消費性能向

上計画に係る変更であって，適合証があ

る場合(建築基準関係規定適合審査を受

けるよう申し出る場合及び同項各号に

掲げる事項の記載の追加を伴う場合を

除く。)にあっては，次の(ア)から(エ)

までに掲げる区分に応じ，当該(ア)から

(エ)までに定める額

(ア) (略)

(イ) 認定の対象が住宅である場合(認

定の対象が2以上の単位住戸を有する

住宅の場合に限る。) 申請に係る住

宅の床面積の合計が300平方メートル

未満のときは4,000円，300平方メート

ル以上2,000平方メートル未満のとき

は8,000円，2,000平方メートル以上

5,000平方メートル未満のときは

19,000円，5,000平方メートル以上の

ときは33,000円

(ウ) (略)

(エ) 認定の対象が住宅及び住宅以外

の部分を有する建築物である場合

申請に係る建築物の住宅の部分の床

面積の合計に応じて(イ)の規定によ

り算出した額に，住宅以外の部分の床

面積の合計に応じて(ウ)の規定によ

り算出した額を加算した額

イ 法第29条第3項各号に掲げる事項の記

載がない建築物エネルギー消費性能向
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上計画に係る変更であって，適合証がな

い場合(建築基準関係規定適合審査を受

けるよう申し出る場合及び同項各号に

掲げる事項の記載の追加を伴う場合を

除く。)にあっては，次の(ア)から(エ)

までに掲げる区分に応じ，当該(ア)から

(エ)までに定める額

(ア) (略)

(イ) 認定の対象が住宅である場合(認

定の対象が2以上の単位住戸を有する

住宅の場合に限る。) 申請に係る住

宅の床面積の合計が300平方メートル

未満のときは29,000円，300平方メー

トル以上2,000平方メートル未満のと

きは48,000円，2,000平方メートル以

上5,000平方メートル未満のときは

82,000円，5,000平方メートル以上の

ときは117,000円

(ウ) (略)

(エ) 認定の対象が住宅及び住宅以外

の部分を有する建築物である場合

申請に係る建築物の住宅の部分の床

面積の合計に応じて(イ)の規定によ

り算出した額に，住宅以外の部分の床

面積の合計に応じて(ウ)の規定によ

り算出した額を加算した額

ウからオまで (略)

(103) 建築物のエネルギ

ー消費性能の向上に関す

る法律第 36 条第 1 項の

規定に基づく建築物のエ

ネルギー消費性能に係る

認定の申請に対する審査

建築物エネル

ギー消費性能

認定申請手数

料

ア 建築物エネルギー消費性能基準に適

合していることを証する書面(当該適合

していることを証する対象が住宅以外

の部分のみである場合にあっては登録

住宅性能評価機関(建築基準法第77条の

21第1項に規定する指定確認検査機関の

業務を実施しているものに限る。)又は

登録建築物エネルギー消費性能判定機

関が交付したものに限り，当該適合して

いることを証する対象が住宅の部分の

みである場合にあっては登録建築物エ

ネルギー消費性能判定機関(同項に規定

する指定確認検査機関の業務を実施し
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ているものに限る。以下この号において

同じ。)又は登録住宅性能評価機関が交

付したものに限り，当該適合しているこ

とを証する対象が住宅及び住宅以外の

部分である場合にあっては登録住宅性

能評価機関(同項に規定する指定確認検

査機関の業務を実施しているものに限

る。)又は登録建築物エネルギー消費性

能判定機関が交付したものに限る。以下

この号において「適合証」という。)が

ある場合にあっては，次の(ア)から(エ)

までに掲げる区分に応じ，当該(ア)から

(エ)までに定める額

(ア) (略)

(イ) 認定の対象が2以上の単位住戸を

有する住宅である場合 申請に係る

住宅の床面積の合計が300平方メート

ル未満のときは8,000円，300平方メー

トル以上2,000平方メートル未満のと

きは17,000円，2,000平方メートル以

上5,000平方メートル未満のときは

37,000円，5,000平方メートル以上の

ときは67,000円

(ウ) (略)

(エ) 認定の対象が住宅及び住宅以外

の部分を有する建築物である場合

申請に係る建築物の住宅の部分の床

面積の合計に応じて(イ)の規定によ

り算出した額に，住宅以外の部分の床

面積の合計に応じて(ウ)の規定によ

り算出した額を加算した額

イ 適合証がない場合にあっては，次の

(ア)から(エ)までに掲げる区分に応じ，

当該(ア)から(エ)までに定める額

(ア) 認定の対象が1の単位住戸を有す

る住宅である場合 a又はbに規定す

る額

a 申請に係る住宅について，建築物

エネルギー消費性能基準に適合し

ているかどうかの基準が，建築物エ
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ネルギー消費性能基準等を定める

省令第1条第2号イ(1)及びロ(1)に

定める基準(以下この号において

「性能基準」という。)による場合

200平方メートル未満のときは

28,000円，200平方メートル以上の

ときは32,000円

b 申請に係る住宅について，建築物

エネルギー消費性能基準に適合し

ているかどうかの基準が，建築物エ

ネルギー消費性能基準等を定める

省令第1条第2号イ(2)及びロ(2)に

定める基準(以下この号において

「仕様基準」という。)による場合

200平方メートル未満のときは

15,000円，200平方メートル以上の

ときは16,000円

(イ) 認定の対象が2以上の単位住戸を

有する住宅である場合 a又はbに規

定する額

a 申請に係る住宅について，建築物

エネルギー消費性能基準に適合し

ているかどうかの基準が，性能基準

による場合 当該住宅の床面積の

合計が300平方メートル未満のとき

は57,000円，300平方メートル以上

2,000平方メートル未満のときは

96,000円，2,000平方メートル以上

5,000平方メートル未満のときは

163,000円，5,000平方メートル以上

のときは234,000円

b 申請に係る住宅について，建築物

エネルギー消費性能基準に適合し

ているかどうかの基準が，仕様基準

による場合 当該住宅の床面積の

合計が300平方メートル未満のとき

は27,000円，300平方メートル以上

2,000平方メートル未満のときは

47,000円，2,000平方メートル以上

5,000平方メートル未満のときは
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86,000円，5,000平方メートル以上

のときは130,000円

(ウ) 認定の対象が住宅以外の建築物

である場合 a又はbに規定する額

a 申請に係る建築物について，建築

物エネルギー消費性能基準に適合

しているかどうかの基準が，建築物

エネルギー消費性能基準等を定め

る省令第1条第1号イに定める基準

(以下この号及び次号において「標

準入力法・主要室入力法」という。)

による場合 当該建築物の床面積

の合計が300平方メートル未満のと

きは189,000円，300平方メートル以

上2,000平方メートル未満のときは

306,000円，2,000平方メートル以上

5,000平方メートル未満のときは

437,000円，5,000平方メートル以上

10,000平方メートル未満のときは

538,000円，10,000平方メートル以

上25,000平方メートル未満のとき

は636,000円，25,000平方メートル

以上のときは726,000円

b 申請に係る建築物について，建築

物エネルギー消費性能基準に適合

しているかどうかの基準が，建築物

エネルギー消費性能基準等を定め

る省令第1条第1号ロに定める基準

(以下この号及び次号において「モ

デル建物法」という。)による場合

当該建築物の床面積の合計が300

平方メートル未満のときは72,000

円，300平方メートル以上2,000平方

メートル未満のときは121,000円，

2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満のときは196,000円，

5,000平方メートル以上10,000平方

メートル未満のときは257,000円，

10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満のときは308,000
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円，25,000平方メートル以上のとき

は362,000円

(エ) 認定の対象が住宅及び住宅以外

の部分を有する建築物である場合

申請に係る建築物の住宅の部分の床

面積の合計に応じて(イ)の規定によ

り算出した額に，住宅以外の部分の床

面積の合計に応じて(ウ)の規定によ

り算出した額を加算した額

(104)から(130)まで (略) (略) (略)

改正後（対応する改正前の欄はこの欄の前に記載）

別表第 1(第 2 条関係)

手数料を徴収する事務 手数料の名称 手数料の額

(1)から(96)まで (略) (略) (略)

(97) 都市の低炭素化の促

進に関する法律(平成24

年法律第84号。以下この

号及び次号において「法」

という。)第53条第1項の

規定に基づく低炭素建築

物新築等計画の認定の申

請に対する審査

低炭素建築物

新築等計画認

定申請手数料

ア 法第54条第1項第1号に掲げる基準に

適合していることを証する書面(当該適

合していることを証する対象が住宅以

外の部分のみである場合にあっては登

録住宅性能評価機関であって建築基準

法第77条の21第1項に規定する指定確認

検査機関の業務を実施しているもの又

は登録建築物エネルギー消費性能判定

機関(建築物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律(平成27年法律第53号)

第15条第1項に規定する登録建築物エネ

ルギー消費性能判定機関をいう。以下同

じ。)が交付したものに限り，当該適合

していることを証する対象が住宅の部

分のみである場合にあっては登録建築

物エネルギー消費性能判定機関(建築基

準法第77条の21第1項に規定する指定確

認検査機関の業務を実施しているもの

に限る。以下この号において同じ。)又

は登録住宅性能評価機関が交付したも

のに限り，当該適合していることを証す
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る対象が住宅及び住宅以外の部分であ

る場合にあっては登録住宅性能評価機

関(同項に規定する指定確認検査機関の

業務を実施しているものに限る。)又は

登録建築物エネルギー消費性能判定機

関が交付したものに限る。以下この号及

び次号において「適合証」という。)が

ある場合(建築基準関係規定適合審査を

受けるよう申し出る場合を除く。)にあ

っては，次の(ア)から(エ)までに掲げる

区分に応じ，当該(ア)から(エ)までに定

める額

(ア) (略)

(イ) 認定の対象が建築物全体(認定の

対象となる建築物が2以上の住戸を有

するものであって，住宅以外の部分を

有しないものに限る。)であるとき a

に規定する額にbに規定する額を加算

した額。ただし，共用部分に係る数値

を用いない方法による場合にあって

は，aに規定する額

a及びb (略)

(ウ)及び(エ) (略)

イ 適合証がない場合(建築基準関係規定

適合審査を受けるよう申し出る場合を

除く。)にあっては，次の(ア)から(エ)

までに掲げる区分に応じ，当該(ア)から

(エ)までに定める額

(ア) (略)

(イ) 認定の対象が建築物全体(認定の

対象となる建築物が2以上の住戸を有

するものであって，住宅以外の部分を

有しないものに限る。)であるとき a

に規定する額にbに規定する額を加算

した額。ただし，共用部分に係る数値

を用いない方法による場合にあって

は，aに規定する額

a及びb (略)

(ウ)及び(エ) (略)

ウ (略)
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(98) 法第55条第1項の規

定に基づく低炭素建築物

新築等計画の変更の認定

の申請に対する審査

低炭素建築物

新築等計画変

更認定申請手

数料

ア 適合証がある場合(建築基準関係規定

適合審査を受けるよう申し出る場合を

除く。)にあっては，次の(ア)から(エ)

までに掲げる区分に応じ，当該(ア)から

(エ)までに定める額

(ア) (略)

(イ) 認定の対象が建築物全体(認定の

対象となる建築物が2以上の住戸を有

するものであって，住宅以外の部分を

有しないものに限る。)であるとき a

に規定する額にbに規定する額を加算

した額。ただし，共用部分に係る数値

を用いない方法による場合にあって

は，aに規定する額

a及びb (略)

(ウ)及び(エ) (略)

イ 適合証がない場合(建築基準関係規定

適合審査を受けるよう申し出る場合を

除く。)にあっては，次の(ア)から(エ)

までに掲げる区分に応じ，当該(ア)から

(エ)までに定める額

(ア) (略)

(イ) 認定の対象が建築物全体(認定の

対象となる建築物が2以上の住戸を有

するものであって，住宅以外の部分を

有しないものに限る。)であるとき a

に規定する額にbに規定する額を加算

した額。ただし，共用部分に係る数値

を用いない方法による場合にあって

は，aに規定する額

a及びb (略)

(ウ)及び(エ) (略)

ウ (略)

(99) 建築物のエネルギー

消費性能の向上に関する

法律第12条第1項又は第

13条第2項の規定に基づ

く建築物エネルギー消費

性能確保計画の建築物エ

ネルギー消費性能適合性

建築物エネル

ギー消費性能

確保計画の建

築物エネルギ

ー消費性能適

合性判定手数

料

ア 判定に係る建築物(住宅以外の部分に

限る。以下この号及び次号において同

じ。)の用途が工場，危険物の貯蔵若し

くは処理に供するもの，水産物の増殖場

若しくは養殖場，倉庫，卸売市場又は火

葬場若しくはと畜場，汚物処理場，ごみ

焼却場その他の処理施設(以下この号及
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判定 び次号において「工場等」という。)で

ある場合にあっては，次の(ア)又は(イ)

に掲げる区分に応じ，当該(ア)又は(イ)

に定める額

(ア) 判定に係る建築物について，建築

物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第2条第3号に規定する建築

物エネルギー消費性能基準(以下「建

築物エネルギー消費性能基準」とい

う。)に適合しているかどうかの基準

が，建築物エネルギー消費性能基準等

を定める省令(平成28年経済産業省・

国土交通省令第1号)第1条第1項第1号

イに定める基準(以下この号及び次号

において「標準入力法・主要室入力法」

という。)による場合 当該建築物の

床面積の合計が2,000平方メートル未

満のときは36,000円，2,000平方メー

トル以上5,000平方メートル未満のと

きは85,000円，5,000平方メートル以

上10,000平方メートル未満のときは

125,000円，10,000平方メートル以上

25,000平方メートル未満のときは

155,000円，25,000平方メートル以上

のときは191,000円

(イ) 判定に係る建築物について，建築

物エネルギー消費性能基準に適合し

ているかどうかの基準が，建築物エネ

ルギー消費性能基準等を定める省令

第1条第1項第1号ロに定める基準(以

下この号及び次号において「モデル建

物法」という。)による場合 当該建

築物の床面積の合計が2,000平方メー

トル未満のときは31,000円，2,000平

方メートル以上5,000平方メートル未

満のときは79,000円，5,000平方メー

トル以上10,000平方メートル未満の

ときは119,000円，10,000平方メート

ル以上25,000平方メートル未満のと

きは148,000円，25,000平方メートル
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以上のときは184,000円

イ (略)

(100) (略) (略) (略)

(101) 建築物のエネルギ

ー消費性能の向上に関す

る法律(以下この号及び

次号において「法」とい

う。)第29条第1項の規定

に基づく建築物エネルギ

ー消費性能向上計画の認

定の申請に対する審査

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画認定

申請手数料

ア 法第29条第3項各号に掲げる事項の記

載がない建築物エネルギー消費性能向

上計画であって，法第30条第1項第1号に

規定する建築物エネルギー消費性能誘

導基準(以下この号及び次号において

「誘導基準」という。)に適合している

ことを証する書面(当該適合しているこ

とを証する対象が住宅以外の部分のみ

である場合にあっては登録住宅性能評

価機関(建築基準法第77条の21第1項に

規定する指定確認検査機関の業務を実

施しているものに限る。)又は登録建築

物エネルギー消費性能判定機関が交付

したものに限り，当該適合していること

を証する対象が住宅の部分のみである

場合にあっては登録建築物エネルギー

消費性能判定機関(同項に規定する指定

確認検査機関の業務を実施しているも

のに限る。以下この号において同じ。)

又は登録住宅性能評価機関が交付した

ものに限り，当該適合していることを証

する対象が住宅及び住宅以外の部分で

ある場合にあっては登録住宅性能評価

機関(同項に規定する指定確認検査機関

の業務を実施しているものに限る。)又

は登録建築物エネルギー消費性能判定

機関が交付したものに限る。以下この号

及び次号において「適合証」という。)

がある場合(建築基準関係規定適合審査

を受けるよう申し出る場合を除く。)に

あっては，次の(ア)から(エ)までに掲げ

る区分に応じ，当該(ア)から(エ)までに

定める額

(ア) (略)

(イ) 認定の対象が住宅である場合(認

定の対象が2以上の単位住戸を有する
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住宅の場合に限る。) 申請に係る住

宅の床面積(建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第4条第3項第2

号の規定を適用する場合にあっては，

共用部分の床面積を除く。)の合計が

300平方メートル未満のときは8,000

円，300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満のときは17,000円，2,000

平方メートル以上5,000平方メートル

未満のときは37,000円，5,000平方メ

ートル以上のときは67,000円

(ウ) (略)

(エ) 認定の対象が住宅及び住宅以外

の部分を有する建築物である場合

申請に係る建築物の住宅の部分の床

面積(建築物エネルギー消費性能基準

等を定める省令第4条第3項第2号の規

定を適用する場合にあっては，共用部

分の床面積を除く。)の合計に応じて

(イ)の規定により算出した額に，住宅

以外の部分の床面積の合計に応じて

(ウ)の規定により算出した額を加算

した額

イ 法第29条第3項各号に掲げる事項の記

載がない建築物エネルギー消費性能向

上計画であって，適合証がない場合(建

築基準関係規定適合審査を受けるよう

申し出る場合を除く。)にあっては，次

の(ア)から(エ)までに掲げる区分に応

じ，当該(ア)から(エ)までに定める額

(ア) (略)

(イ) 認定の対象が住宅である場合(認

定の対象が2以上の単位住戸を有する

住宅の場合に限る。) 申請に係る住

宅の床面積(建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第4条第3項第2

号の規定を適用する場合にあっては，

共用部分の床面積を除く。)の合計が

300平方メートル未満のときは57,000

円，300平方メートル以上2,000平方メ
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ートル未満のときは96,000円，2,000

平方メートル以上5,000平方メートル

未満のときは163,000円，5,000平方メ

ートル以上のときは234,000円

(ウ) (略)

(エ) 認定の対象が住宅及び住宅以外

の部分を有する建築物である場合

申請に係る建築物の住宅の部分の床

面積(建築物エネルギー消費性能基準

等を定める省令第4条第3項第2号の規

定を適用する場合にあっては，共用部

分の床面積を除く。)の合計に応じて

(イ)の規定により算出した額に，住宅

以外の部分の床面積の合計に応じて

(ウ)の規定により算出した額を加算

した額

ウ及びエ (略)

(102) 法第31条第1項の規

定に基づく建築物エネル

ギー消費性能向上計画の

変更の認定の申請に対す

る審査

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画変更

認定申請手数

料

ア 法第29条第3項各号に掲げる事項の記

載がない建築物エネルギー消費性能向

上計画に係る変更であって，適合証があ

る場合(建築基準関係規定適合審査を受

けるよう申し出る場合及び同項各号に

掲げる事項の記載の追加を伴う場合を

除く。)にあっては，次の(ア)から(エ)

までに掲げる区分に応じ，当該(ア)から

(エ)までに定める額

(ア) (略)

(イ) 認定の対象が住宅である場合(認

定の対象が2以上の単位住戸を有する

住宅の場合に限る。) 申請に係る住

宅の床面積(建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第4条第3項第2

号の規定を適用する場合にあっては，

共用部分の床面積を除く。)の合計が

300平方メートル未満のときは4,000

円，300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満のときは8,000円，2,000平

方メートル以上5,000平方メートル未

満のときは19,000円，5,000平方メー

トル以上のときは33,000円
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(ウ) (略)

(エ) 認定の対象が住宅及び住宅以外

の部分を有する建築物である場合

申請に係る建築物の住宅の部分の床

面積(建築物エネルギー消費性能基準

等を定める省令第4条第3項第2号の規

定を適用する場合にあっては，共用部

分の床面積を除く。)の合計に応じて

(イ)の規定により算出した額に，住宅

以外の部分の床面積の合計に応じて

(ウ)の規定により算出した額を加算

した額

イ 法第29条第3項各号に掲げる事項の記

載がない建築物エネルギー消費性能向

上計画に係る変更であって，適合証がな

い場合(建築基準関係規定適合審査を受

けるよう申し出る場合及び同項各号に

掲げる事項の記載の追加を伴う場合を

除く。)にあっては，次の(ア)から(エ)

までに掲げる区分に応じ，当該(ア)から

(エ)までに定める額

(ア) (略)

(イ) 認定の対象が住宅である場合(認

定の対象が2以上の単位住戸を有する

住宅の場合に限る。) 申請に係る住

宅の床面積(建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令第4条第3項第2

号の規定を適用する場合にあっては，

共用部分の床面積を除く。)の合計が

300平方メートル未満のときは29,000

円，300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満のときは48,000円，2,000

平方メートル以上5,000平方メートル

未満のときは82,000円，5,000平方メ

ートル以上のときは117,000円

(ウ) (略)

(エ) 認定の対象が住宅及び住宅以外

の部分を有する建築物である場合

申請に係る建築物の住宅の部分の床

面積(建築物エネルギー消費性能基準
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等を定める省令第4条第3項第2号の規

定を適用する場合にあっては，共用部

分の床面積を除く。)の合計に応じて

(イ)の規定により算出した額に，住宅

以外の部分の床面積の合計に応じて

(ウ)の規定により算出した額を加算

した額

ウからオまで (略)

(103) 建築物のエネルギ

ー消費性能の向上に関す

る法律第 36 条第 1 項の

規定に基づく建築物のエ

ネルギー消費性能に係る

認定の申請に対する審査

建築物エネル

ギー消費性能

認定申請手数

料

ア 建築物エネルギー消費性能基準に適

合していることを証する書面(当該適合

していることを証する対象が住宅以外

の部分のみである場合にあっては登録

住宅性能評価機関(建築基準法第77条の

21第1項に規定する指定確認検査機関の

業務を実施しているものに限る。)又は

登録建築物エネルギー消費性能判定機

関が交付したものに限り，当該適合して

いることを証する対象が住宅の部分の

みである場合にあっては登録建築物エ

ネルギー消費性能判定機関(同項に規定

する指定確認検査機関の業務を実施し

ているものに限る。以下この号において

同じ。)又は登録住宅性能評価機関が交

付したものに限り，当該適合しているこ

とを証する対象が住宅及び住宅以外の

部分である場合にあっては登録住宅性

能評価機関(同項に規定する指定確認検

査機関の業務を実施しているものに限

る。)又は登録建築物エネルギー消費性

能判定機関が交付したものに限る。以下

この号において「適合証」という。)が

ある場合にあっては，次の(ア)から(エ)

までに掲げる区分に応じ，当該(ア)から

(エ)までに定める額

(ア) (略)

(イ) 認定の対象が2以上の単位住戸を

有する住宅である場合 申請に係る

住宅の床面積(建築物エネルギー消費

性能基準等を定める省令第4条第3項

第2号の規定を適用する場合にあって
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は，共用部分の床面積を除く。)の合

計が300平方メートル未満のときは

8,000円，300平方メートル以上2,000

平方メートル未満のときは17,000円，

2,000平方メートル以上5,000平方メ

ートル未満のときは37,000円，5,000

平方メートル以上のときは67,000円

(ウ) (略)

(エ) 認定の対象が住宅及び住宅以外

の部分を有する建築物である場合

申請に係る建築物の住宅の部分の床

面積(建築物エネルギー消費性能基準

等を定める省令第4条第3項第2号の規

定を適用する場合にあっては，共用部

分の床面積を除く。)の合計に応じて

(イ)の規定により算出した額に，住宅

以外の部分の床面積の合計に応じて

(ウ)の規定により算出した額を加算

した額

イ 適合証がない場合にあっては，次の

(ア)から(エ)までに掲げる区分に応じ，

当該(ア)から(エ)までに定める額

(ア) 認定の対象が1の単位住戸を有す

る住宅である場合 a又はbに規定す

る額

a 申請に係る住宅について，建築物

エネルギー消費性能基準に適合し

ているかどうかの基準が，建築物エ

ネルギー消費性能基準等を定める

省令第1条第1項第2号イ(1)及びロ

(1)に定める基準(以下この号にお

いて「性能基準」という。)による場

合 当該住宅の床面積が200平方メ

ートル未満のときは28,000円，200

平方メートル以上のときは32,000

円

b 申請に係る住宅について，建築物

エネルギー消費性能基準に適合し

ているかどうかの基準が，建築物エ

ネルギー消費性能基準等を定める
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省令第1条第1項第2号イ(3)及びロ

(3)に定める基準(以下この号にお

いて「仕様基準」という。)による場

合 当該住宅の床面積が200平方メ

ートル未満のときは15,000円，200

平方メートル以上のときは16,000

円

(イ) 認定の対象が2以上の単位住戸を

有する住宅である場合 a又はbに規

定する額

a 申請に係る住宅について，建築物

エネルギー消費性能基準に適合し

ているかどうかの基準が，性能基準

による場合 当該住宅の床面積(建

築物エネルギー消費性能基準等を

定める省令第4条第3項第2号の規定

を適用する場合にあっては，共用部

分の床面積を除く。)の合計が300平

方メートル未満のときは57,000円，

300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満のときは96,000円，

2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満のときは163,000円，

5,000平方メートル以上のときは

234,000円

b 申請に係る住宅について，建築物

エネルギー消費性能基準に適合し

ているかどうかの基準が，建築物エ

ネルギー消費性能基準等を定める

省令第1条第1項第2号イ(2)(ⅱ)及

びロ(2)に定める基準又は仕様基準

による場合 当該住宅の床面積(建

築物エネルギー消費性能基準等を

定める省令第4条第3項第2号の規定

を適用する場合にあっては，共用部

分の床面積を除く。)の合計が300平

方メートル未満のときは27,000円，

300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満のときは47,000円，

2,000平方メートル以上5,000平方



- 24 -

メートル未満のときは86,000円，

5,000平方メートル以上のときは

130,000円

(ウ) 認定の対象が住宅以外の建築物

である場合 a又はbに規定する額

a 申請に係る建築物について，建築

物エネルギー消費性能基準に適合

しているかどうかの基準が，建築物

エネルギー消費性能基準等を定め

る省令第1条第1項第1号イに定める

基準(以下この号及び次号において

「標準入力法・主要室入力法」とい

う。)による場合 当該建築物の床

面積の合計が300平方メートル未満

のときは189,000円，300平方メート

ル以上2,000平方メートル未満のと

きは306,000円，2,000平方メートル

以上5,000平方メートル未満のとき

は437,000円，5,000平方メートル以

上10,000平方メートル未満のとき

は538,000円，10,000平方メートル

以上25,000平方メートル未満のと

きは636,000円，25,000平方メート

ル以上のときは726,000円

b 申請に係る建築物について，建築

物エネルギー消費性能基準に適合

しているかどうかの基準が，建築物

エネルギー消費性能基準等を定め

る省令第1条第1項第1号ロに定める

基準(以下この号及び次号において

「モデル建物法」という。)による場

合 当該建築物の床面積の合計が

300平方メートル未満のときは

72,000円，300平方メートル以上

2,000平方メートル未満のときは

121,000円，2,000平方メートル以上

5,000平方メートル未満のときは

196,000円，5,000平方メートル以上

10,000平方メートル未満のときは

257,000円，10,000平方メートル以
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別表第３を削る。

付 則

（施行期日）

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，別表第１第１０３号の改正規定（「，

仕様基準」を「，建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１条第１項第２

号イ（２）（ⅱ）及びロ（２）に定める基準又は仕様基準」に改める部分に限る。）

は，公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行

する。

（経過措置）

２ この条例（前項ただし書に規定する改正規定については，当該改正規定）の施行

の日前に申請のあった手続に係る手数料については，なお従前の例による。

上25,000平方メートル未満のとき

は308,000円，25,000平方メートル

以上のときは362,000円

(エ) 認定の対象が住宅及び住宅以外

の部分を有する建築物である場合

申請に係る建築物の住宅の部分の床

面積(建築物エネルギー消費性能基準

等を定める省令第4条第3項第2号の規

定を適用する場合にあっては，共用部

分の床面積を除く。)の合計に応じて

(イ)の規定により算出した額に，住宅

以外の部分の床面積の合計に応じて

(ウ)の規定により算出した額を加算

した額

(104)から(130)まで (略) (略) (略)
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議案第７号

取手市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例について

取手市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

６年条例第２４号）の一部を別紙のとおり改正する。

令和２年３月２日提出

取手市長 藤 井 信 吾

提案理由

小学校の授業休業日における放課後児童健全育成事業所の開所時間を１日当たり

４時間としていた経過措置規定について，現状の放課後児童支援員の人員の確保の状

況を踏まえ，経過措置の期間を５年間延長するとともに，放課後児童支援員研修の修

了見込者の取扱い及び年間開所日数に関する経過措置規定を削除するため，本条例の

一部を改正するものです。
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取手市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例

取手市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

６年条例第２４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。

付 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。

改正後 改正前

付 則 付 則

(職員に関する経過措置)

第 2条 この条例の施行の日(以下「施行日」

という。)から令和 2 年 3 月 31 日までの

間，第 10条第 3項の規定の適用について

は，同項中「修了したもの」とあるのは，

「修了したもの(令和 2 年 3 月 31 日まで

に修了することを予定している者を含

む。)」とする。

(開所時間に関する経過措置) (開所時間及び日数に関する経過措置)

第 2条 この条例の施行の日から令和7年 3

月 31 日までの間，第 18 条の規定の適用に

ついては，同条第 1項第 1号中「8時間」

とあるのは，「4時間」とする。

第 3条 施行日から令和 2年 3月 31 日まで

の間，第 18 条の規定の適用については，

同条第 1項第 1号中「8時間」とあるのは

「4時間」と，同条第 2項中「250 日」と

あるのは「240 日」とする。
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議案第８号

市道路線の認定について

市道路線を次のとおり認定することについて，道路法第８条第２項の規定により，

議会の議決を求める。

令和２年３月２日提出

取手市長 藤 井 信 吾

提案理由

開発行為により市に帰属した道路について，当該路線を市道として認定するため，

議会の議決を求めるものです。

路線名
起点（番地先）

延長(ｍ) 幅員
最大(ｍ)

終点（番地先） 最小(ｍ)

1-2810 号線
稲 602-1

155.80
10.25

稲 602‐24 6.00

1-4301 号線
青柳 68‐25

181.85
10.20

青柳 68‐16 6.00

1-4302 号線
青柳 68‐8

17.00
10.00

青柳 68‐11 5.00

2-6265 号線
桜が丘四丁目 847‐21

64.02
8.20

桜が丘四丁目 847‐17 6.00



測量法に基づく国土地理院長承認（複製）R1JHF 1247　　　　　　　　　　
本製品を複製する場合には，国土地理院の長の承認を得なければならない。

位 置 図

- 2 -



凡例

路線番号 延長 幅員

1-2810 155.80ｍ 6.00ｍ～10.25ｍ

起点　●　・　終点　

測量法に基づく国土地理院長承認（複製）R1JHF 1247
本製品を複製する場合には，国土地理院の長の承認を得なければならない。

認 定 図　

1-2810

- 3 -



測量法に基づく国土地理院長承認（複製）R1JHF 1247
本製品を複製する場合には，国土地理院の長の承認を得なければならない。

位 置 図

- 4 -



凡例

路線番号 延長 幅員

1-4301 181.85ｍ 6.00ｍ～10.20ｍ

1-4302  17.00ｍ 5.00ｍ～10.00ｍ

起点　●　・　終点　

測量法に基づく国土地理院長承認（複製）R1JHF 1247
本製品を複製する場合には，国土地理院の長の承認を得なければならない。

認 定 図　

1-4301

1-4302

- 5 -



測量法に基づく国土地理院長承認（複製）R1JHF 1247
本製品を複製する場合には，国土地理院の長の承認を得なければならない。

位 置 図

- 6 -



凡例

路線番号 延長 幅員

2-6265 64.02ｍ 6.00ｍ～8.20ｍ

起点　●　・　終点　

測量法に基づく国土地理院長承認（複製）R1JHF 1247
本製品を複製する場合には，国土地理院の長の承認を得なければならない。

認 定 図　

1-28102-6265

- 7 -
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同意案第２号

取手市教育委員会教育長の選任に関する同意について

取手市教育委員会教育長に下記の者を引き続き選任したいので，地方教育行

政の組織及び運営に関する法律第４条第１項の規定に基づき，議会の同意を求

める。

記

氏 名 伊 藤 哲

生年月日 昭和３２年４月７日

住 所 水戸市大塚町１８６２番地の１

ガーデンハウス中野２０１

令和２年３月２日提出

取手市長 藤 井 信 吾
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経 歴 書（ 抜 粋 ）

氏 名 伊 藤 哲（いとう さとし）

生年月日 昭和３２年４月７日（６２歳）

住 所 水戸市大塚町１８６２番地の１

ガーデンハウス中野２０１

学 歴

昭和５６年 ３月 筑波大学第一学群人文学類卒業

職 歴

昭和５６年 ４月 茨城県庁入庁

平成１２年 ４月 教育庁高校教育課 課長補佐

平成１７年 ４月 取手市教育委員会教育長

平成２０年 ４月 茨城県県北教育事務所長

平成２１年 ４月 教育庁教育企画監

平成２３年 ４月 教育庁文化課長

平成２５年 ４月 教育庁参事兼文化課長

平成２６年 ４月 教育庁参事兼総務課長

平成２７年 ４月 教育庁総務企画部長

平成２９年 ４月 教育庁付 茨城県教育財団へ派遣

茨城県教育財団専務理事

平成３０年 ４月 取手市教育委員会教育長 現在に至る
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同意案第３号

取手市教育委員会委員の選任に関する同意について

取手市教育委員会委員に下記の者を引き続き選任したいので，地方教育行政の

組織及び運営に関する法律第４条第２項の規定に基づき，議会の同意を求める。

記

氏 名 猪 瀬 哲 哉

生年月日 昭和４９年１１月８日

住 所 取手市浜田２６３番地

令和２年３月２日提出

取手市長 藤 井 信 吾
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経 歴 書 （ 抜 粋 ）

氏 名 猪 瀬 哲 哉（いのせ てつや）

生年月日 昭和４９年１１月８日（４５歳）

住 所 取手市浜田２６３番地

学 歴

平成 ７年 ３月 東京科学電子工業専門学校土木工学科卒業

職 歴

平成 ７年 ４月 有限会社猪瀬興業入社

平成２７年１０月 有限会社猪瀬興業代表取締役 現在に至る

その他の経歴

平成１４年 ４月 藤代町消防団入団 現在に至る

平成２３年 ４月 取手市消防団第３５分団分団長

平成２５年 ４月 取手市商工会青年部部長

平成２５年 ４月 茨城県商工会青年部連合会理事

平成２７年 ４月 取手市立久賀小学校ＰＴＡ会長

平成２８年 ４月 取手市農業委員会農地利用最適化推進委員 現在に至る

平成２９年 ５月 取手市小中学校ＰＴＡ連絡協議会会長

平成２９年 ８月 （仮称）取手市いじめ防止対策推進条例検討委員会委員

平成３０年１１月 取手市立学校等給食運営協議会委員

平成３１年 ４月 取手市立藤代中学校ＰＴＡ会長 現在に至る

令和 元年１１月 取手市教育委員会委員 現在に至る
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同意案第４号

取手市固定資産評価審査委員会委員の選任に関する同意について

取手市固定資産評価審査委員会委員に下記の者を引き続き選任したいので，

地方税法第４２３条第３項の規定に基づき，議会の同意を求める。

記

氏 名 菅 原 幸 夫

生年月日 昭和２４年６月２６日

住 所 取手市井野二丁目６番１９号

令和２年３月２日提出

取手市長 藤 井 信 吾
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経 歴 書（ 抜 粋 ）

氏 名 菅 原 幸 夫（すがはら ゆきお）

生年月日 昭和２４年６月２６日（７０歳）

住 所 取手市井野二丁目６番１９号

学 歴

昭和４３年 ３月 茨城県立取手第一高等学校卒業

職 歴

昭和４３年 ４月 取手町役場入庁

平成１０年 ８月 健康福祉部介護福祉課長

平成１４年 ４月 政策財政部財政課長

平成１８年 ４月 市民部国保年金課長

平成２０年 ４月 財政部次長兼財政課長事務取扱

平成２１年 ４月 政策推進部長

平成２２年 ３月 取手市役所退職

その他の経歴

平成２６年 ３月 取手市固定資産評価審査委員会委員 現在に至る


